2006年4月14日

「行政改革の重要方針」（2005年12月24日閣議決定）に関する
国立大学法人の対応について分析メモ
国立大学法人法反対首都圏ネットワーク
1. 本事務局は、国立大学法人の予算・人員削減計画方針等に関する資料を収集して、国立大学法人の「行政改革の重要方針」（2005年12月24日閣議決定。以下、「行革方針」と略す）への対応状況を整理、分析してきた。
2. 2006年4月10日現在、事務局が収集したのは次ページの表の8法人の資料である。大学のタイプ別にうちわけを見ると、基幹総合大学（「旧帝」）4、病院をもつ大規模大学（「旧6」）2、その他の大学2である。
3. データを収集した法人数が少なく大学のタイプに偏りがあること、また、「行革方針」が打ち出されて移行の方針を十分に把握できていない法人があることから、現状では、国立大学法人の「行革方針」への対応については断片的にしか明らかにできていない。
4. しかし、現在、国会で行政改革推進法案が審議中であることから、「行革方針」にもとづく施策が国立大学の研究・教育に対して深刻な打撃を与えることを明らかにすることが緊急の課題であると考え、本事務局はデータの分析結果の公表に踏み切ることにした。
5. 行政改革推進法案が国会に上程される前から、文部科学省は、「行革方針」を規定の路線として、各国立大学法人が中期計画の変更を行うよう誘導してきた。このことが、国会の軽視であり、かつ政府の不当な大学支配であることは、すでに本事務局が指摘してきたところである。
6. 各国立大学は、第10次定員削減計画（2001～2005年度）に従い、職員定員を削減してきた。計画期間中に法人化があったが、この方針は継続されてきた。法人化後はさらに、運営費交付金（人件費）に対する効率化係数1％がかけられることになり、各法人は中期計画の残余期間（2006～2009年度）にこれに対応する人員削減計画を策定してきた。
7. ここに今回の「行革方針」が出されたことにより、国立大学法人の対応は、(1)「行革方針」が掲げる総人件費5％削減の方針には大枠で従いながらも、その具体化は基本的に既存の人員削減計画により図るという方針をとるもの、(2)既存計画を大きく修正し、従来を上回るペース・規模の人員削減を全学的方針とするもの、を二つの極として分かれた。「行革方針」を断固として拒否し、これを正面から否定する方針を掲げた法人は存在しないようである。
8. (1)の極に位置するものに京都大学、(2)の極に位置するものに千葉大学がある。
以下、(1)に近いものとして、
北海道大学：教員・事務職員・技術職員（教室系以外）は既存計画により対応。ただし、教室系技術職員は13.8％の減員。
東京大学：教員は既存計画により対応。人員削減は医療職員を除く職員（事務・技術職員）により対応。

新潟大学：教員は既存計画により対応。
9. しかし、既存計画を大幅に変更していない法人の人員削減計画が、そうでない大学に比べてソフトなわけではない。各法人が既存計画により「行革方針」に対応できるのは、既存計画による人員削減幅がそれだけ大きかった結果に過ぎない。また、これらの大学では部局から拠出した人員は全学運用する計画であった。「行革方針」への対応によりこれができなくなれば、今後、部局からの拠出分を増やしたり、新規計画を策定する可能性は否定できない。
10. 今回、法人の中には、教員以外の職員はこれから数年間、定年退職者が相次ぐことから、一定のペースで新規採用を続けても総人件費の削減目標は達成できると考えるものがいる。このように、「行革方針」には、かつての定員（人員）管理から人件費管理へと、法人の発想を転換させる作用がある。このような論理の行き着く先は、職員人件費の大幅な切り下げにほかならない。「行革方針」への対応と並行するように、各法人は子会社設立のための情報収集をはじめている。
11. なお、「行革方針」への対応に際して、各国立大学法人は中期計画の変更を行った（すべての法人が中期計画の変更を行ったかどうかは確認できていない）。国立大学法人の中期目標原案・中期計画変更案について、国立大学法人評価委員会では、2006年2月24日開催の分科会（業務及び財務等審議専門部会（第7回））および3月7日開催の第14回総会で、それぞれ事務局からの報告と質疑が行われている。しかし、それぞれの会議では、「文部科学大臣が原案のとおり中期目標を変更し、中期計画の変更を認可することについては、特段の意見はなかった」とされる（「議事の概要」）。形式的には法人側が変更案を作成しているとはいえ、今回の中期計画の変更が政府の一方的な決定と誘導に端を発することは周知の事実である。こうした状況でも「特段の意見」がないような者たちにより構成される委員会にどのような存在価値があるのか、文部科学省および国立大学法人評価委員会は社会に対して説明すべきだろう。
